
第8章 	障害者支援の総合的な推進
	 第1節	 新たな障害福祉施策の実施について

障害保健福祉施策については、制度の谷間のない支援の提供、個々のニーズに基づいた
地域生活支援体系の整備等を図るための検討が、障がい者制度改革推進会議の下の「総合
福祉部会」で約2年間にわたって議論され、2011（平成23）年8月には、当該制度改革
に係るいわゆる「骨格提言」が取りまとめられた。この骨格提言等を踏まえ、「障害者自
立支援法」を「障害者総合支援法」とする内容を含む「地域社会における共生の実現に向
けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律」が2012（平
成24）年6月に成立し、2013（平成25）年4月より施行（一部、2014（平成26）年4
月施行）された。（法律の概要については、図表8-1-1）

図表8-1-1 地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための	
関係法律の整備に関する法律の概要

1．題名
「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援
法）」とする。

2．基本理念
法に基づく日常生活・社会生活の支援が、共生社会を
実現するため、社会参加の機会の確保及び地域社会に
おける共生、社会的障壁の除去に資するよう、総合的
かつ計画的に行われることを法律の基本理念として新
たに掲げる。

3．障害者の範囲（障害児の範囲も同様に対応。）
「制度の谷間」を埋めるべく、障害者の範囲に難病等を
加える。

4．障害支援区分の創設
「障害程度区分」について、障害の多様な特性その他の
心身の状態に応じて必要とされる標準的な支援の度合
いを総合的に示す「障害支援区分」に改める。
※障害支援区分の認定が知的障害者・精神障害者の特
性に応じて行われるよう、区分の制定に当たっては
適切な配慮等を行う。

5．障害者に対する支援
①重度訪問介護の対象拡大（重度の肢体不自由者等であって常時
介護を要する障害者として厚生労働省令で定めるものとする）
②共同生活介護（ケアホーム）の共同生活援助（グループホー
ム）への一元化

③地域移行支援の対象拡大（地域における生活に移行するため
重点的な支援を必要とする者であって厚生労働省令で定める
ものを加える）

④地域生活支援事業の追加（障害者に対する理解を深めるため
の研修や啓発を行う事業、意思疎通支援を行う者を養成する
事業等）

6．サービス基盤の計画的整備
①障害福祉サービス等の提供体制の確保に係る目標に関する事
項及び地域生活支援事業の実施に関する事項についての障害
福祉計画の策定

②基本指針・障害福祉計画に関する定期的な検証と見直しを法
定化

③市町村は障害福祉計画を作成するに当たって、障害者等の
ニーズ把握等を行うことを努力義務化

④自立支援協議会の名称について、地域の実情に応じて定めら
れるよう弾力化するとともに、当事者や家族の参画を明確化

2．概要2．概要

障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて、地域社会における共生の実現に向けて、障害福祉サービスの充実等障害者
の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため、新たな障害保健福祉施策を講ずるものとする。

1．趣旨1．趣旨

平成25年4月1日（ただし、4．及び5．①～③については、平成26年4月1日）
3．施行期日3．施行期日

①常時介護を要する障害者等に対する支援、障害者等の移動の支援、障害者の就労の支援その他の障害福祉サービスの在り方
②障害支援区分の認定を含めた支給決定の在り方
③障害者の意思決定支援の在り方、障害福祉サービスの利用の観点からの成年後見制度の利用促進の在り方
④手話通訳等を行う者の派遣その他の聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎通を図ることに支障がある障害者等に
対する支援の在り方

⑤精神障害者及び高齢の障害者に対する支援の在り方
※上記の検討に当たっては、障害者やその家族その他の関係者の意見を反映させる措置を講ずる。

4．検討規定（障害者施策を段階的に講じるため、法の施行後3年を目途として、以下について検討）4．検討規定（障害者施策を段階的に講じるため、法の施行後3年を目途として、以下について検討）

（平成24年6月20日成立、同6月27日公布）
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なお、障害者総合支援法が施行されるまでの間においても、障害者の地域生活の支援の
充実を図るために、2010（平成22）年12月の障害者自立支援法・児童福祉法の一部改
正により、利用者負担について応能負担を原則とするとともに、障害児支援の強化や相談
支援の充実などが図られてきたところである。（改正の概要については、図表8-1-2）
また、障害者虐待の防止などに関する施策を促進するため、2012年10月から「障害
者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」が施行され、虐待を受けた
障害者に対する保護、養護者に対する支援のための措置が図られた。（法律の概要につい
ては、図表8-1-3）

図表8-1-2 障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの	
間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律の概要

（平成22年12月3日成立、同12月10日公布）

①趣旨 公布日施行

公布日施行

平成24年4月1日施行

平成24年4月1日施行

②利用者負担の見直し

③障害者の範囲の見直し

④相談支援の充実

⑤障害児支援の強化

⑥地域における自立した生活のための支援の充実

平成24年4月1日までの政令で定める日（平成24年4月1日）から施行

平成24年4月1日までの政令で定める日
（平成23年10月1日）から施行

（その他）（1）「その有する能力及び適性に応じ」の削除、（2）成年後見制度利用支援事業の必須事業化、
　　　　　（3）児童デイサービスに係る利用年齢の特例、（4）事業者の業務管理体制の整備、
　　　　　（5）精神科救急医療体制の整備等、（6）難病の者等に対する支援・障害者等に対する移動支援についての検討

－障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間における
障害者等の地域生活支援のための法改正であることを明記

－利用者負担について、応能負担を原則に
－障害福祉サービスと補装具の利用者負担を合算し負担を軽減

－発達障害が障害者自立支援法の対象となることを明確化

－相談支援体制の強化
－支給決定プロセスの見直し（サービス等利用計画案を勘案）、サービス等利用計画作成の対象者の
大幅な拡大

－児童福祉法を基本として身近な地域での支援を充実
　（障害種別等で分かれている施設の一元化、通所サービスの実施主体を都道府県から市町村へ移行）
－放課後等デイサービス・保育所等訪問支援の創設
－在園期間の延長措置の見直し

－グループホーム・ケアホーム利用の際の助成を創設
－重度の視覚障害者の移動を支援するサービスの創設（同行援護。個別給付化）

（1）（3）（6）：公布日施行
（2）（4）（5）：平成24年4月
1日までの政令で定める日
（平成24年4月1日）から
施行

18歳以上の入所者については、障害者自立支援法で対応するよう見直し。
その際、現に入所している者が退所させられることのないようにする。

市町村に基幹相談支援センターを設置、「自立支援協議会」を法律上位置付け、
地域移行支援・地域定着支援の個別給付化
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図表8-1-3 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律の概要

1　何人も障害者を虐待してはならない旨の規定、障害者の虐待の防止に係る国等の責務規定、障害者虐待の早期発見の努力義務
規定を置く。

2　「障害者虐待」を受けたと思われる障害者を発見した者に速やかな通報を義務付けるとともに、障害者虐待防止等に係る具体的
スキームを定める。

3　就学する障害者、保育所等に通う障害者及び医療機関を利用する障害者に対する虐待への対応について、その防止等のための
措置の実施を学校の長、保育所等の長及び医療機関の管理者に義務付ける。

（平成23年6月17日成立、同6月24日公布、平成24年10月1日施行）

障害者に対する虐待が障害者の尊厳を害するものであり、障害者の自立及び社会参加にとって障害者に対する虐待を防止するこ
とが極めて重要であること等に鑑み、障害者に対する虐待の禁止、国等の責務、障害者虐待を受けた障害者に対する保護及び自立
の支援のための措置、養護者に対する支援のための措置等を定めることにより、障害者虐待の防止、養護者に対する支援等に関す
る施策を促進し、もって障害者の権利利益の擁護に資することを目的とする。

1　「障害者」とは、身体・知的・精神障害その他の心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常
生活・社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。

2　「障害者虐待」とは、①養護者による障害者虐待、②障害者福祉施設従事者等による障害者虐待、③使用者による障害者虐待をい
う。

3　障害者虐待の類型は、①身体的虐待、②放棄・放置、③心理的虐待、④性的虐待、⑤経済的虐待の5つ。

1　市町村・都道府県の部局又は施設に、障害者虐待対応の窓口等となる「市町村障害者虐待防止センター」・「都道府県障害者権
利擁護センター」としての機能を果たさせる。

2　市町村・都道府県は、障害者虐待の防止等を適切に実施するため、福祉事務所その他の関係機関、民間団体等との連携協力体
制を整備しなければならない。

3　国及び地方公共団体は、財産上の不当取引による障害者の被害の防止・救済を図るため、成年後見制度の利用に係る経済的負
担の軽減のための措置等を講ずる。

4　政府は、障害者虐待の防止等に関する制度について、この法律の施行後3年を目途に検討を加え、必要な措置を講ずるものとする。

目　的

定　義

虐待防止施策

その他

養護者による障害者虐待 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待 使用者による障害者虐待

[市町村の責務]相談等、居室確保、連携確保 [設置者等の責務]当該施設等における障害者
に対する虐待防止等のための措置を実施

[事業主の責務]当該事業所における障害者に
対する虐待防止等のための措置を実施

[スキーム] [スキーム] [スキーム]
通報

①事実確認（立入調査等）
②措置（一時保護、後見審判請求）

虐
待
発
見

市町村
通報

①監督権限等の適切な行使
②措置等の公表

虐
待
発
見

市
町
村

報告
都道府県

通
報

①監督権限等の適
　切な行使
②措置等の公表

虐
待
発
見

市
町
村

都
道
府
県

通
知

報告
労働局

※虐待防止スキームについては、家庭の障害児には児童虐待防止法を、施設入所等障害者には施設等の種類（障害者施設等、
児童養護施設等、養介護施設等）に応じてこの法律、児童福祉法又は高齢者虐待防止法を、家庭の高齢障害者にはこの法
律及び高齢者虐待防止法を、それぞれ適用。

	 第2節	 障害者等の地域生活を支援する施策の充実

	1	 相談支援の充実、障害児支援の強化等
障害福祉サービスは、障害者総合支援法に基づき行われている。
2014（平成26）年4月には、重度訪問介護の対象として重度の知的障害若しくは精神
障害により行動上著しい困難を有する障害者の追加、共同生活介護（ケアホーム）と共同
生活援助（グループホーム）の一元化やグループホームのサテライト型住居の創設、地域
移行支援の対象として保護施設や矯正施設等に入所等している障害者の追加、障害程度区
分から障害支援区分への見直しが行われるなど、障害者の地域生活を支援する施策のより
一層の充実を図ることとされた。
また、相談支援については、2012（平成24）年4月から、支給決定の前にサービス等
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利用計画案を作成し、支給決定の参考とするよう見直すとともに、サービス等利用計画作
成の対象者を大幅に拡大することとされた。さらに、これまで国庫補助事業により行われ
ていた地域移行支援・地域定着支援を個別給付化し、障害者の地域移行の充実を図ること
とされた。
この他、地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターの設置や、
関係機関、関係団体及び障害者等の福祉、医療、教育又は雇用に関連する職務に従事する
者などにより構成される自立支援協議会（2013（平成25）年4月から、「協議会」に改
称。）の法定化、市町村における成年後見制度利用支援事業の必須事業化により、地域に
おける障害者等の支援体制の充実を図ることとされた。
障害児支援については、身近な地域で支援を受けられるようにするため、2012年4月
から従来の知的障害児施設などの障害種別に分かれた施設体系を再編し、通所による支援
を「障害児通所支援」に、入所による支援を「障害児入所支援」にそれぞれ一元化すると
ともに、併せて、障害児通所支援に係る事務の実施主体については、都道府県から市町村
に移行された。また、学齢期における支援の充実のための「放課後等デイサービス」と、
保育所などを訪問し専門的な支援を行うための「保育所等訪問支援」が創設された。

	2	 特別障害者扶養信託制度に係る非課税措置等の見直し
2006（平成18）年の障害者自立支援法の施行等により、知的障害者・精神障害者を始
めとする障害者の地域移行が進み、また、障害者の高齢化も進む中、障害者が一人でも自
立して生活できるように後押しをする支援が求められており、近年の法改正等と併せて、
いわゆる「親亡き後」を見据えた対策を推進している。
特別障害者扶養信託制度は、1975（昭和50）年に創設された税制上の優遇措置であり、
重度の障害者を受益者としてその親族等が信託銀行等に金銭等の財産を信託した場合に、
6千万円までであれば贈与税を非課税にできるものである。
この制度は、信託銀行等が財産の管理を行い、障害者に対し金銭を定期的に交付するの
で、障害者の生活の安定に必要な財産を確実に確保することができるだけでなく、障害者
本人の金銭管理に資するものにもなっている。
特別障害者扶養信託制度は制度創設以来、重度の障害者のみを対象にしてきたが、上述
のような障害者を取り巻く状況の変化や、中軽度の障害者であっても一定の日常生活・社
会生活に係る制限を有していること等を踏まえ、2013（平成25）年4月より、中軽度の
知的障害者・精神障害者も新たに対象に含まれることとなった（非課税限度額は3千万
円）。
これにより、親族等が抱える「親亡き後」の不安の解消が図られるとともに、一般的に
金銭管理に困難を抱えているとされる知的障害者・精神障害者が自立して生活を営む際の
一助となることが期待される。

	3	 発達障害者の支援
発達障害については、2004（平成16）年12月に「発達障害者支援法」が成立し、発
達障害の法的位置づけが確立され（図表8-2-1）、発達障害の早期発見・早期支援や発達
障害者の生活全般にわたる支援をすることとされた。
また、2010（平成22）年12月の障害者自立支援法・児童福祉法の一部改正により、
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発達障害者がそれらの法律によるサービスの対象であることが明確化されたところである。

図表8-2-1 「発達障害」の法的位置づけ

・広汎性発達障害（自閉症、アスペルガー等）
・学習障害
・注意欠陥・多動性障害
その他これらに類する脳機能の障害で、その症状が通常低年齢で発現するもの（発達障害者支援法第2条）

（注） ICD-10（疾病及び関連保健問題の国際統計分類）におけるF80-98に含まれる障害（2005（平成17年）4月1日付
け文部科学事務次官、厚生労働事務次官連名通知）

（1）発達障害者に対する地域支援体制の確立
地域において、医療・保健・福祉・教育・雇用などの関係者と連携して、発達障害者や
その家族に対する相談支援などを行う「発達障害者支援センター」の整備を推進し、
2012（平成24）年10月からは全47都道府県・20指定都市で実施されているところで
ある。
これに加え、2013（平成25）年度より、地域生活支援事業に「発達障害者支援体制整
備」を位置付け、
・乳幼児期から成人期までの各ライフステージに対応する一貫した支援を行うための保健
所、保育所などの支援関係機関のネットワークの構築
・発達障害に係る理解を深めるとともに地域における支援につなげていくためのアセスメ
ントツール（発達障害を早期に発見し、その後の経過を評価するための確認票）の導入
を促進する研修会の実施
・発達障害者の子育て経験のある親であって、その経験を活かし、子どもが発達障害の診
断を受けて間もない親などに対して相談や助言を行うペアレントメンターの活動とその
活動をコーディネートする者の配置
を推進している。
さらに、2014（平成26）年度からは
・家族の対応力の向上を支援するペアレントトレーニング（発達障害者の親が自分の子ど
もの行動を理解したり、発達障害の特性をふまえた褒め方やしかり方を学ぶための支
援）及び当事者の適応力向上を支援するソーシャル・スキル・トレーニング（SST）（発
達障害者が集団生活を送る上で必要なノウハウを身につけるための支援）の都道府県等
における普及
・従来からの市町村支援に加え、事業所支援、医療機関との連携や困難ケースへの対応
等、地域支援機能の強化を図るための「発達障害者地域支援マネジャー」の発達障害者
支援センター等への配置
を推進している。

（2）発達障害者への支援手法の開発・早期支援や普及啓発の着実な実施
発達障害者一人ひとりのニーズに対応する一貫した支援を行うことができるよう、先駆
的な取組みを通じて有効な支援手法を開発・確立するとともに、発達障害者支援に携わる
専門的な人材を育成している。
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また、発達障害などに関して知識を有する専門員が保育所等を巡回し、施設の職員や親
に対し、障害の早期発見・早期対応のための助言などの支援を行う「巡回支援専門員整備
事業」について、2013（平成25）年度より地域生活支援事業に位置付け、補助要件の弾
力化を行い、更なる市町村の実施を促している。
2007（平成19）年12月に、毎年4月2日を「世界自閉症啓発デー」とする決議が国連
で採択されたことを受け、厚生労働省・日本自閉症協会の主催により都内でシンポジウム
を開催するなど、自閉症をはじめとする発達障害に関する正しい知識の浸透を図ってい
る。全国各地においても、「世界自閉症啓発デー」や4月2日から8日までの「発達障害
啓発週間」（関係団体等が提唱）において、様々な啓発活動が実施されている。

（3）高次脳機能障害者の支援
高次脳機能障害とは、交通事故や病気などにより脳に損傷を受け、その後遺症として記
憶、注意、遂行機能、社会的行動といった認知機能（高次脳機能）が低下した状態を指
し、日常生活の中で症状が現れるものの、外見からは障害が分かりにくいことが多い。
高次脳機能障害者の支援については、厚生労働省の「高次脳機能障害及びその関連障害
に対する支援普及事業」により、病院などの支援拠点機関に相談支援コーディネーター
（社会福祉士、保健師、作業療法士等）を配置し、専門的な相談支援、関係機関との連携
や調整を行うなど、地域での高次脳機能障害者支援の普及を図っている。
また、国立障害者リハビリテーションセンターでは、高次脳機能障害支援普及全国連絡
協議会の開催や、支援拠点機関などの職員の研修会などを実施するとともに、高次脳機能
障害情報・支援センターを設置して、高次脳機能障害に関する情報を集約しホームページ
で発信している。

	4	 難病患者等への対応
2013（平成25）年4月から施行された障害者総合支援法においては、障害者の定義に
難病患者等を追加して障害福祉サービス等の対象とし、新たに対象となる難病患者等は、
身体障害者手帳の所持の有無にかかわらず、必要に応じて障害程度区分（2014（平成
26）年4月から障害支援区分）の認定などの手続きを経た上で、市区町村において必要
と認められた障害福祉サービス等（障害児にあっては、児童福祉法に基づく障害児支援）
が利用できることとなった。また、障害者総合支援法における難病等の範囲については、
当面の措置として、難病患者等居宅生活支援事業の対象疾病と同じ範囲として施行された
が、新たな難病対策における医療費助成の対象疾患の範囲等に係る今後の検討を踏まえ、
見直しを行うこととしている。

	 第3節	 障害者の社会参加支援について

障害者の社会参加を支援するため、地域生活支援事業や身体機能を補完する補装具を給
付する事業などを行っている。地域生活支援事業は、各地方自治体が、地域の実情や利用
者の状況に応じ、柔軟な形態により実施する事業であり、例えば、意思疎通を図ることに
支障がある障害者等へ手話通訳を行う者の派遣などを行い意思疎通を支援する事業、日常

470 平成26年版　厚生労働白書

障
害
者
支
援
の
総
合
的
な
推
進

第
8
章



生活上の便宜を図るための用具を給付する事業、屋外での移動が困難な障害者等への移動
を支援する事業、身体障害者補助犬の育成事業、障害者のスポーツや芸術文化活動への参
加を促進する事業など様々な事業を行っている。これらの事業に加え、障害者総合支援法
によって、「障害者やその家族、地域住民等が自発的に行う活動に対する支援」や「障害
者に対する理解を深めるための研修・啓発」等が新たに必須事業（法律で定められている
各地方自治体が行う事業）として追加された。
また、2013（平成25）年には、障害者スポーツの全国的な祭典である「全国障害者ス
ポーツ大会」を東京都で開催（2014年は長崎県で開催予定）し、大会での選手の競技な
どを通じて、国民の障害への理解と障害者スポーツの振興を深める取組みを行っている。
さらに、障害者の文化芸術活動の全国的な発表の場である「全国障害者芸術・文化祭」
を山梨県で開催（2014年は鳥取県で開催予定）するとともに、平成25年に厚生労働省
と文化庁が共同で開催した「障害者の芸術活動への支援を推進するための懇談会」の中間
とりまとめを受け、平成26年度からは芸術活動を行う障害者やその家族、福祉事業所等
で障害者の芸術活動の支援を行う者を支援するモデル事業を実施するなど、国民の障害へ
の理解と障害者の文化芸術活動の振興を深める取組みを行っている。

第13回全国障害者スポーツ大会
「スポーツ祭東京2013」

第13回全国障害者芸術・文化祭
やまなし大会

	 第4節	 今後の精神保健医療福祉の在り方

	1	 精神保健医療福祉の現状と課題について
精神疾患患者は、2011（平成23）年は320.1万人となっており、いわゆる4大疾患

（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）よりも多い状況となっている。
治療薬の発展などにより近年の新規患者の入院期間は短縮化傾向にあり、約9割の新規
入院患者が1年以内に退院しており、特に統合失調症の入院患者数が減少している。これ
に伴い、精神病床の病床数は減少傾向にあるが、依然として1年以上の長期入院患者は
20万人を超えている。
また、うつ病等の気分障害や認知症の患者数が増加し、薬物依存や発達障害への対応等
の社会的要請が高まっているなど、精神科医療に対する需要は多様化している。さらに、
近年は、身体拘束の判断や本人の同意によらない入院の判断等を行う資格を持つ精神保健
指定医の診療所開業が増えている一方で、ニーズの高まっている病院での急性期医療に携
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わる人材が不足するなどの課題が生じている。

	2	 精神保健医療福祉の取組み状況について
精神保健医療福祉に関しては、2004（平成16）年9月に、厚生労働大臣を本部長とし、
省内の関係部局長を本部員として発足した精神保健福祉対策本部において、精神保健福祉
施策の改革ビジョン＊1を決定し、「入院医療中心から地域生活中心へ」という基本理念を
示した。その後、2009（平成21）年9月の「今後の精神保健医療福祉のあり方等に関す
る検討会」報告書＊2では、精神保健医療福祉体系の再構築や精神医療の質の向上などに関
する様々な提言がなされたところである。
さらに、1の現状と課題を踏まえ、2010（平成22）年6月閣議決定において、①「社
会的入院」の解消に向けて2011（平成23）年内に結論を得ること、②精神障害者に対す
る強制入院等について、保護者制度の見直し等も含め、2012（平成24）年内を目途に結
論を得ること、③精神科医療現場における医師や看護師等の人員体制の充実のための具体
的方策について、総合福祉部会における議論との整合性を図りつつ検討し、2012年内を
目途にその結論を得ることとされた。
これらを踏まえ、精神障害者の医療の提供を確保するための指針（厚生労働大臣告示）
の策定、保護者に関する規定の削除、医療保護入院の見直し等を盛り込んだ精神保健及び
精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律が2013（平成25）年6月13日に成
立し、同月19日に公布された。
同法の2014（平成26）年4月の施行を見据え、2013年7月より「精神障害者に対す
る医療の提供を確保するための指針等に関する検討会」を開催し、指針を2014年3月に
公布した。
この指針は「入院医療中心から地域生活中心へ」という基本理念に沿って示したもの
で、この実現に向け精神障害者に対する保健医療福祉に携わる全ての関係者が目指すべき
方向性を定める指針として策定したものである。
具体的には、①精神病床の機能分化に関する事項として「地域の受け皿づくりの在り方
や病床を転換することの可否を含む具体的な方策の在り方について精神障害者の意向を踏
まえつつ、様々な関係者で検討する」「急性期の患者に手厚い医療を提供するため、医師、
看護職員は一般病床と同等の配置を目指す」「在院期間が1年を超えないうちに退院でき
るよう、多職種による質の高いチーム医療を提供し、退院支援等の取組を推進する」「1年
以上の長期在院者の地域移行を推進するため、多職種による退院促進に向けた取組を推進
する」といった内容について記載したほか、②精神障害者の居宅等における保健医療サー
ビス及び福祉サービスの提供に関する事項、③医療従事者と精神障害者の保健福祉に関す
る専門的知識を有する者との連携に関する事項等を盛り込んでいる。
また、同法においては、医療保護入院者の退院を促進するため、精神科病院の管理者に
対し、①医療保護入院者の退院後の生活環境に関する相談及び指導を行う者（精神保健福
祉士等）の設置、②地域援助事業者（入院者本人や家族からの相談に応じ必要な情報提供
等を行う相談支援事業者等）との連携、③退院促進のための体制整備（医療保護入院者退
院支援委員会の設置）を義務付けることとした（②については努力義務）。
＊1	 「精神保健医療福祉の改革ビジョン」について　http://www.mhlw.go.jp/topics/2004/09/tp0902-1.html
＊2	 「精神保健医療福祉の更なる改革に向けて」（今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会報告書）について
	 http://www.mhlw.go.jp/shingi/2009/09/s0924-2.html
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